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(米国経済)：労働市場の回復長期化に伴い、労働力不足の懸念が浮上 

 

米雇用者数は、10 年 10 月から史上最長となる 83 ヵ月連続で増加するなど、労働市場の回

復が持続している。一方、労働市場の回復長期化に伴い、労働力不足の問題が注目されている。

建設業や製造業では、熟練労働者の不足が顕著になっている他、中小企業や、低技能労働者ま

で労働力不足が拡大している可能性も指摘され始めている。トランプ大統領は、非常に意欲的

な雇用創出目標を掲げているものの、労働需給がタイトな状況下で目標達成は困難だろう。寧

ろ、労働力不足が米経済に影響する可能性が出てきており、注意が必要だ。 

 

米労働市場は、金融危機に伴って大きく落ち込んだ後、息の長い回復が続いている。非農業部

門の雇用者数は、10 年 10 月から 17

年８月まで史上最長となる 83 ヵ月連

続で増加している（図表１）。また、

雇用増加ペースは 17 年８月が前月対

比 15.6 万人増と、人口増加に伴う新

規労働市場参入者を吸収するのに必

要とされる 10 万人を上回っており、

労働需給を改善させるのに充分な水

準を維持している。さらに、失業率も

10 年の 10％程度から 4.4％と、金融危

機前の07年以来の水準まで改善した。 

 

一方、労働市場の回復が長期化し、「完全雇用」に近づいているとの見方が出る中で、労働力

不足の問題が浮上してきた。米住宅着

工件数は、足元で年率 110 万件ペース

となっており、06 年初につけた 230 万

件のピークの半分に満たない。しかし

ながら、全米住宅建設業協会（ＮＡＨ

Ｂ）が住宅建設業者を対象に 17 年７

月に実施した「労働力不足に関する特

別調査」では、熟練労働者が不足して

いるとの回答割合が６割を超えた（図

表２）。これは、住宅建設のピーク時

でも同回答割合が４割程度であった

ことと比べて、現在の労働力不足の深刻さを物語っている。米国では、雇用不安の後退に加え、

住宅ローン金利の水準が低いこともあり、住宅に対する需要は強いが、住宅在庫の不足が顕著

になっており、労働力不足による住宅供給制約のため住宅市場の回復に水を差す可能性が指摘

されている。 
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（図表2）住宅着工件数および労働力不足感

住宅着工件数

労働力不足回答割合(右軸）

（万件） （％）

（注）住宅着工件数は季節調整済み。労働力不足回答割合は、労働力が幾らか不足（Some shortage）と

深刻に不足（Serious shortage）の回答割合を合計し、住宅関連9業種について平均したもの

（資料）NAHB（"Housing Market Index special questiions on Labor and Subcontractor' Availability"

(17年7月））よりニッセイ基礎研究所作成
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（図表1）非農業部門雇用者数増減と失業率

非農業部門雇用者数

失業率

（資料）BLSよりニッセイ基礎研究所作成
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また、労働力不足は製造業でも深刻になっている。全米１万４千社が加盟する全米製造業協会

（ＮＡＭ）は、四半期毎に会員企業に

対して、「ビジネスをする上での優先

課題に関する調査」を行っている。17

年 4－6 月期の調査では、優先課題とし

て「熟練労働者の確保」と回答した企

業の割合は６割を超えており、全８項

目の中で「医療保険料の上昇」に次ぐ

２番目の高さとなったⅰ（図表３）。こ

れは、「好ましくないビジネス環境（税、

規制等）」や、「米ドルの上昇」など

の項目より高い。また、16 年 1－3 月

期の調査では、「熟練労働者の確保」との回答は５割を下回り、８項目中５番目の高さであっ

たことを考えると、この１年程で熟練労働者の確保が如何にビジネス上重要になっているのか

が分かる。 

 

さらに、労働力不足は一部業種の熟練

労働者に留まらない可能性がある。７

月にＦＲＢが発表した地区連銀経済報

告では、労働需給のタイト化が熟練労

働者だけでなく、低技能労働者にも拡

大していることに言及された。実際、

全米独立企業協会（ＮＦＩＢ）が毎月

実施する中小企業を対象にした調査で

も、企業が抱える欠員の補充が困難で

あると回答した企業の割合は10年以降

右肩上がりとなっており、直近７月調

査では 35％と、00 年以来の高さとなった（図表４）。これは、中小企業で欠員の補充がます

ます困難になっていることを示している。このようにみると、労働力不足が既に広範な業種、

職種に及んでいる可能性がある。 

 

トランプ大統領は、製造業雇用の国内回帰をはじめ、今後 10年間で 25 百万人の雇用創出を経

済政策目標として掲げている。これは 80 年以降で実現したことが無い非常に意欲的な水準で

ある。しかしながら、米国内では失業率にみられるように労働需給がタイトになっているため、

規制緩和や減税策などで雇用増加ペースを加速させることには限界がある。さらに、同大統領

が掲げる不法移民対策の強化は、労働力を減少させるため、低技能労働者も含めた労働力不足

に拍車をかける可能性が高い。このため、トランプ大統領が掲げる雇用創出目標の達成は困難

だろう。寧ろ労働力不足が米経済に影響する可能性が出ており、注意が必要だ。 

（窪谷 浩） 

 
ⅰ 複数回答可のため、回答割合の合計は 100％を超える。 
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（図表3）ビジネスの優先課題

（注）ビジネスの優先課題と回答した割合。複数回答できるために合計は100％を超える

（資料）NAMよりニッセイ基礎研究所作成
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（図表4）欠員補充が難しいとの回答割合（％）

（注）中小企業を対象にしたNFIB調査のうち、"% of Firms with 1 or more hard to fill jobs" 

（資料）NFIBよりニッセイ基礎研究所作成


